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道内景気は、低迷しているものの一部に持ち直しの動きがみられる。

需要面をみると、住宅投資は低水準ながら基調としては持ち直している。個人消費は、政

策支援を背景に一部の耐久消費財や高額商品に持ち直しの動きがみられる。公共投資は、新

幹線関連の工事発注などにより増加している。輸出は中南米向けなどが減少している。

生産活動は、国内需要の回復から緩やかに持ち直している。雇用情勢は、有効求人倍率、

新規求人数ともに改善している。企業倒産は、件数、負債総額ともに増加している。
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①個人消費～幾分持ち直し

５月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲０．１％）は、６ヶ月連続で前年を下

回った。

百貨店（前年比▲１．６％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品が前年を下回った。スー

パー（同＋０．３％）は、衣料品、飲食料品が

前年を下回ったが、身の回り品、その他の品

目が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋１．４％）

は、２か月連続で前年を上回った。

②住宅投資～横ばい圏内の動き

５月の新設住宅着工戸数は、２，７２０戸（前

年比▲１．０％）と前年並みになった。利用関

係別では、持家（同＋２．８％）、貸家（同

＋２７．７％）は前年を上回ったが、分譲（同

▲６２．９％）は前年を下回った。

１～５月累計では、１１，１７３戸（前年比

▲１．４％）と前年を下回って推移している。

利用関係別では、貸家（同＋１４．２％）は増加

したが、持家（同▲４．２％）、分譲（同

▲３０．３％）は前年を下回った。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 

5

倍 ％ 

-5

0

5

10

15

20

25

30

43212/1121110987611/5
0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）

③鉱工業生産～生産は６ヶ月連続の上昇

５月の鉱工業生産指数は、前月比▲２．５％

と２ヶ月連続で低下し、前年比は＋７．５％と

６ヶ月連続で上昇した。

業種別では、前年に比べ印刷業や食品加工

業が低下したが、輸送機械工業や窯業・土石

製品工業、電気機械工業が上昇した。

④公共投資～２ヶ月連続の増加

５月の公共工事請負金額は、８２４億円（前

年比＋１２．４％）と２ヶ月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（同▲１９．２％）は前年を

下回ったが、北海道（同＋５２．７％）、市町村

（同＋１．５％）はそれぞれ前年を上回った。

１～５月累計では、請負金額３，２９８億円

（前年比▲７．０％）と前年を下回った。

⑤雇用情勢～持ち直しの動き

５月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．５０倍となり、前月比では０．０１ポイント、

前年比では０．１２ポイントそれぞれ上昇した。

前年比では２８ヶ月連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比１８．４％の増加とな

り、２８ヶ月連続して前年を上回った。業種別

では、医療、福祉（前年比＋２４．７％）、サー

ビス業（同＋２２．０％）、宿泊業、飲食サービ

ス業（同＋３６．８％）など多くの業種で増加し

た。

道内経済の動き

― ２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年８月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９３／本文　※柱に注意！／００１～００３　道内経済の動き  2012.07.18 15.10.17  Page 2 
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⑥来道客数～３ヶ月連続で前年を上回る

５月の来道客数は、９１４千人（前年比

＋２２．８％）と３ヶ月連続で前年を上回った。

昨年の東日本大震災による落ち込みから回復

傾向にある。

１～５月累計では４，１０４千人（同＋１５．４％）

と前年を上回った。

⑦貿易動向～輸出は５ヶ月ぶりの減少

５月の道内貿易額は、輸出が前年比２３．７％

減の２７７億円、輸入が同１４．３％減の１，１９１億円

となった。

輸出は、鉄鋼や自動車の部分品などが増加

したが、一般機械などが減少し５ヶ月ぶりに

前年を下回った。

輸入は、原油・粗油などが減少して２９ヶ月

ぶりに前年を下回った。

⑧倒産動向～件数、負債総額ともに増加

６月の企業倒産は、件数が４２件（前年比

＋２３．５％）、負債総額が１５５億円（同＋３１．２％）

となった。件数は２ヶ月連続で前年を上回

り、負債総額は２ヶ月ぶりに前年を上回っ

た。

業種別では、建設業１４件、運輸業７件、

サービス・他７件などとなった。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移 
売上DI 利益DI全産業 

-50

-60

-40

-30

-20

-10

0

10

13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 

7～94～6 10～12 7～94～6 10～121～3 7～94～6 10～121～3 7～94～6 10～121～3 7～94～6 10～121～3 7～94～6 10～121～3 7～94～6 4～610～12 10～12 10～121～3 1～31～3

20年 21年 

4～67～9 
 

10～12 10～12

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

10～12 10～127～9

24年 21年 22年 23年 

1～3 1～3 1～310～124～6 7～9 4～6 4～67～9
7～9 
見通し 4～6 10～12 10～127～9

24年 21年 22年 23年 

1～3 1～3 1～310～124～6 7～9 4～6 4～67～9
7～9 
見通し 4～6

7～9 1～3 1～3 1～3

22年 23年 

4～6 4～6

24年 

7～9 7～9 4～6 7～9 
見通し 

20

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

製造業 非製造業 

▲37

▲13
▲15

▲6 ▲4

▲10
▲15 ▲16

▲6

▲36
▲35

▲38

▲29

▲12
▲9

▲22
▲17

▲27

▲12

1

0
▲4 ▲9

2

▲11▲11
▲14

▲20

▲41

▲23
▲19
▲20

▲27▲29▲30

▲20
▲14

▲9 ▲8 ▲8

▲27

▲15
▲18

▲49

▲38

▲14

▲21
▲17
▲12

▲6 ▲6

2 1

▲19
▲22

▲34

▲51

▲14 ▲16
▲11

▲4
▲7
▲▲33

▲17▲17
▲22

▲44

▲17
▲21▲23

▲26
▲29

▲18

▲11▲9
▲8
▲5

▲43

▲41

▲12

▲1

▲14

▲3
1

世界金融 
危機 

H２ ３ ． ３ 
東日本大震災 

公共投資の減少 

H１ ３ ． ９ 
アメリカ同時 
多発テロ 

H１ ７ ． ７ 
知床世界自然 
遺産登録 

景気対策 

原油価格 
の高騰 

１．平成２４年４～６月期実績

前期に比べ、売上DI（△３）は４ポ

イント、利益DI（△８）は１ポイント

それぞれ上昇した。売上は２期ぶり、利

益は４期連続の持ち直しとなり、業況は

いくぶん改善した。

２．平成２４年７～９月期見通し

売上DI（プラス１）は４ポイント、

利益DI（△５）は３ポイントそれぞれ

上昇し、業況は引き続き改善が見込まれ

る。

定例調査

業況はいくぶん改善
第４５回 道内企業の経営動向調査
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。
調査内容
第４５回定例調査
（２４年４～６月期実績、７～９月期見通し）
判断時点
平成２４年６月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４５９ １００．０％
札幌市 １９８ ４３．１ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９８ ２１．４
道 南 ３５ ７．６ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６２ １３．５ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６６ １４．４ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ７１１ ４５９ ６４．６％
製 造 業 １８９ １１４ ６０．３
食 料 品 ６２ ３９ ６２．９
木 材 ・ 木 製 品 ３２ ２３ ７１．９
鉄鋼・金属製品・機械 ４８ ３４ ７０．８
そ の 他 の 製 造 業 ４７ １８ ３８．３
非 製 造 業 ５２２ ３４５ ６６．１
建 設 業 １３９ １００ ７１．９
卸 売 業 ９５ ６２ ６５．３
小 売 業 １０４ ６３ ６０．６
運 輸 業 ５４ ３２ ５９．３
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３３ １９ ５７．６
その他の非製造業 ９７ ６９ ７１．１

〈図表２〉業種別の要点

要 点（４～６月期実績）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２４年
１～３ ４～６ ７～９

見通し

２４年
１～３ ４～６ ７～９

見通し

全産業 非製造業で売上、利益とも上昇 △７ △３ １ △９ △８ △５

製造業 食料品製造業の不振が響く △１０ △１６ ０ △９ △９ ２

食料品 菓子メーカーは堅調ながら、水産加工
が不振 △８ △１８ △１０ ０ △５ △８

木材・木製品 合板メーカーが不振。住宅着工の伸び
悩みが響く １０ △４ １３ １０ △４ １３

鉄鋼・金属製品・機械 設備投資関連が持ち直し、売上・利益
とも上昇 △１０ △３ １５ △２１ △３ １２

非製造業 建設業は後退。ホテル・旅館業が大幅
上昇 △６ ２ １ △９ △８ △８

建設業 公共工事減少が響く。住宅リフォーム
は堅調 △３ △９ △１２ △１４ △１９ △２１

卸売業 食品関連が持ち直し、建築関連は不振 △２６ △１９ ２ △１７ △１６ △２

小売業 自動車販売の好調続く。食品スーパー
は苦戦 １０ １７ ６ ２ △３ △１０

運輸業 貨物輸送は不振。観光バスは持ち直し △１０ △３ △１６ △３ △９ △１９

ホテル・旅館業 観光客の回復続く ０ ４２ ３２ ０ ３９ ３５

調 査 要 項

定例調査
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＜図表3＞業況の推移（業種別） 
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＜図表5＞利　益 

＜図表4＞売　上 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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価格引き下げ要請 

原材料価格上昇 

〈図表１０〉当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�過当競争（４９％） ＋１ 非製造業（５７％）で３ポイント上昇。建設業（７９％）で８割弱。

�売上不振（４４％） △８ 多くの業種で低下するも、木材・木製品製造業（５７％）など４業種で
５割を超える。

�原材料価格上昇（３２％） △１ ホテル・旅館業（３２％）で１５ポイント上昇。

�販売価格低下（３０％） ＋１ ホテル・旅館業（４７％）、卸売業（４４％）でウエイト大。

�諸経費の増加（２９％） ＋２ 運輸業（４４％）、食料品製造業（３６％）で比較的高率。

�価格引き下げ要請（１９％） ＋１ 鉄鋼・金属製品・機械製造業（３０％）で３割。

当面する問題点の推移（複数回答）
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�過当競争
①
４９
（４８）

２７
（３１）

２６
（２６）

２６
（４３）

③
３０
（２４）

２８
（３６）

①
５７
（５４）

①
７９
（７８）

①
５４
（４２）

①
６０
（５９）

３１
（２８）

②
４７
（４４）

①
３７
（４０）

�売上不振
②
４４
（５２）

①
４６
（５１）

③
３３
（４７）

①
５７
（４３）

②
３６
（４５）

①
７８
（７２）

②
４４
（５２）

②
５２
（６１）

②
４４
（５５）

③
３１
（４８）

②
４７
（５５）

①
５３
（５６）

①
３７
（３７）

�原材料価格上昇
③
３２
（３３）

②
４３
（５０）

①
５１
（６８）

③
３５
（３３）

①
４２
（３８）

②
３９
（５２）

２８
（２６）

２６
（２７）

２６
（２５）

２８
（２７）

①
５０
（５２）

３２
（１７）

２４
（１８）

�販売価格低下
④
３０
（２９）

２８
（２３）

１８
（２４）

②
３９
（２４）

２７
（２１）

②
３９
（２４）

③
３１
（３１）

③
３４
（３５）

②
４４
（３７）

③
３１
（３７）

９
（－）

②
４７
（４４）

２１
（２３）

�諸経費の増加
⑤
２９
（２７）

③
２９
（３０）

②
３６
（４０）

２６
（２９）

２１
（２８）

３３
（２０）

２９
（２６）

２０
（２０）

２６
（１７）

②
３５
（３０）

③
４４
（４１）

３２
（３３）

③
３４
（３３）

�価格引き下げ要請
⑥
１９
（１８）

２７
（２２）

２３
（１６）

１７
（１９）

③
３０
（２４）

②
３９
（３２）

１６
（１７）

１７
（１４）

２６
（３１）

７
（１０）

６
（１０）

２６
（１７）

１５
（１８）

�人件費増加 １８
（１６）

１８
（１４）

２６
（１１）

９
（１０）

１５
（１４）

１７
（２４）

１８
（１７）

２１
（１４）

１３
（１４）

１７
（１８）

９
（７）

２６
（２２）

２２
（２５）

	人手不足 １５
（１１）

１３
（１２）

２３
（５）

－
（５）

１５
（２８）

６
（８）

１６
（１１）

１７
（１５）

５
（２）

１６
（６）

１９
（１４）

１１
（２８）

２５
（１５）


資金調達 １０
（１１）

１２
（１３）

１３
（１６）

９
（１０）

１５
（２１）

６
（４）

９
（１０）

１０
（１１）

１０
（１４）

５
（６）

６
（７）

２６
（１７）

７
（８）

�設備不足 ４
（９）

７
（１１）

１０
（１６）

４
（１４）

６
（３）

６
（８）

４
（８）

－
（３）

７
（５）

－
（６）

６
（２１）

２６
（３３）

２
（７）

�代金回収悪化 ４
（４）

３
（４）

３
（－）

－
（１４）

３
（３）

６
（－）

４
（５）

３
（２）

１２
（１１）

７
（５）

－
（－）

－
（－）

－
（５）

その他 ３
（４）

４
（４）

５
（８）

９
（１０）

－
（－）

６
（－）

２
（４）

４
（４）

３
（５）

－
（３）

－
（３）

－
（６）

２
（５）

〈図表１２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２３年
７～９１０～１２

２４年
１～３４～６７～９

見通し

２３年
７～９１０～１２

２４年
１～３４～６７～９

見通し

２３年
７～９１０～１２

２４年
１～３４～６７～９

見通し

全 道 △１１ △４ △７ △３ １ △１８ △１１ △９ △８ △５ ３１ ３０ ２６ ３５ ２５（３１）

札幌市 △８ △２ △１ ４ ６ △１０ △７ △１ △８ △３ ３５ ３０ ３０ ３７ ２８（２６）

道 央 △５ ２ △１１ ４ ２ △１４ △９ △１２ △２ △７ ３９ ３５ ３２ ３３ ２１（３２）

道 南 △２７ △１６ △１１ ３ ８ △４３ △１７ △２４ ０ ０ ２２ ２５ ２０ ２９ １７（３４）

道 北 △１５ △１２ △１５ △２１ △３ △２７ △２０ △２０ △１７ △３ ３０ ３２ ２０ ３６ ２６（３６）

道 東 △１１ △６ △５ △２０ △１８ △２３ △１４ △７ △１５ △１５ １６ ２０ １７ ３３ ２３（４２）
（ ）内は設備投資未定企業

〈図表１１〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査
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ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９３／本文　※柱に注意！／００４～０１１　定例調査  2012.06.26 19.15.23  Page 11 



■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

今回の調査では、道内企業の売上、利益はともに上昇しました。震災の影響が薄れ、観光

関連業種の業況が回復し下支えしています。また復興需要に関しては、資金面の負担増加な

どから東北方面の進出に慎重姿勢を取る企業がみられる一方で、積極的な取り組みを図る企

業もあり、関連業種は難しい判断を迫られています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜製菓業＞ 震災直後は備蓄用として日持ち

する菓子の引き合いが増加したが、一時的な

ものだった。

＜水産加工業＞ 原魚不足により原材料価格

が上昇しているため新製品価格に転嫁する。

＜水産加工業＞ 節電を実施する場合、操業

体制や施設管理などが問題である。

＜製材業＞ 輸入製品に価格や加工度の面で

出遅れている。この状況を打開するため、設

備投資を決定した。復興需要に応えられるよ

うに営業も強化したい。

＜製材業＞ リフォーム工事が多く、新築と

違い使用する資材が非常に少ないため運搬コ

ストが上昇している。

＜暖房装置製造業＞ 昨冬の大雪で東北地方

を中心に受注が増加している。今年秋以降の

受注最盛期に向け、営業・業務両部門の人員

を増加して対応する。

＜金属部品製造業＞ 節電対策として勤務体

制や休日の変更などを行う。

＜金属加工処理業＞ ヨーロッパの景気動向

によって金属価格が変動する可能性があり、

動きを注視している。また、為替動向で国内

価格が左右されるため円安を期待している。

＜飼料製造業＞ 畜産農家の需要低迷や海外

製品の輸入過多により、大手商社の在庫がだ

ぶついているようだ。

＜内装工事業＞ 震災復興工事や消費税増税

前の駆け込み需要がある。今後は責任施工と

性能保証のニーズに応えるべく、外注ではな

く若手人材の育成に力を注ぎたい。

＜住宅建築＞ 競争が激しいが、建材価格が

安定しているので救われている。住宅ローン

の頭金が用意できない顧客の建築費を代払い

しているため、受注すればするほど資金繰り

に苦労する。

＜建設業＞ 売上減少傾向に歯止めがかか

り、増加に転じた。しかし主な要因は震災復

興工事の増加であり、景気回復による設備投

資需要の増加ではない。当然、需要に限界が

あるため、先行きは不透明だ。

経営のポイント

震災の影響が薄れ、観光関連業種が下支え
〈企業の生の声〉
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＜建設業＞ リフォーム工事の引き合いが多

く期待している。ただし、専門工事の職人が

不足し工程管理が大変だ。

＜建設業＞ 昨年、仙台営業所を開設した。

人材確保の問題があるが、東北での受注拡大

を目指す。

＜包装資材卸売業＞ 本州の業者が利益度外

視で参入する動きもあり、対応に苦慮してい

る。また、震災の影響で東北からの仕入れが

減少した。調達先を拡大する必要がある。

＜建材卸売業＞ 同業者には被災地に進出し

てかなりの成果を上げているところもある。

当社も検討したが、資金面や人員面から難し

いと判断し、地場に集中することに決めた。

＜建材卸売業＞ 地方大手業者やゼネコンの

参入により地元同業者間の競争が激化し、工

事単価は低下傾向にある。

＜酒類卸売業＞ 外食や宴会の機会が減少し

ている。天候で人出が左右されることも一因

だが、若年層の酒離れが大きな問題だ。

＜靴卸売業＞ 必要なものを必要な時に購入

するという姿勢が強まっているため売れ筋商

品が集中し、その供給量次第で売上が決ま

る。物流体制の集約化を図ったため、経費は

抑えることができた。

＜鋼材卸売業＞ 主力製品の道内需要はこの

２０年間で半減し、過当競争による販売価格の

下落に悩まされている。復興需要に期待がか

かるが、現在は東北であふれた仕事が回って

くるのを待っているだけの状態だ。積極的に

営業できる体制を作りたい。

＜メガネ店＞ 社内に活況を持たせるため、

震災後控えてきた設備投資を行う。

＜自動車販売＞ エコカー補助金の予算消化

が進み、制度の終了が早まりそうだ。反動減

が懸念される。

＜家具店＞ 顧客は必要時以外の購入はなる

べく避けている。目玉商品を作っても限られ

た数量の販売となり、売上増のきっかけには

ならない。消費が安定している高齢者向けに

商品構成を特化した売り場作りが必要であ

る。

＜貴金属店＞ 宝石の売上減少に歯止めがか

からない。昨年は金価格が高騰し商社への売

却で大きな利益を上げたが、今後、そうした

特需は期待できない。店舗展開も含めた抜本

的な営業強化策が必要だ。

＜貨物輸送＞ 東北の生産活動が低下してい

るため長距離の本州便が減っている。場合に

よっては減車も検討する。

経営のポイント

― １３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年８月号
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＜バス会社＞ 貸切りバス事業は新規参入が

増加し、運賃が下落している。今後もこの傾

向が続くと予想されるため、原油高騰による

燃料単価の上昇分を運賃へ転嫁するのは難し

い。

＜観光ホテル＞ 大雪や桜の開花遅れなどで

宿泊のキャンセルが増加し、業況は不安定

だった。

＜観光ホテル＞ 売上は前年より伸びている

が、震災による減少の反動であり本格的な回

復とは言えない。良い商品を適正価格で販売

し、利用者に評価されるよう努める。

＜観光ホテル＞ 低単価打開策を考える。正

社員不足によりサービスが低下傾向にある。

台湾、中国、韓国からの観光客は回復してい

る。

＜建設機械器具リース＞ 売上は過去５年間

増加を続けており、特に足場施工の売上比率

が上昇している。東北地区の拠点作りに関し

ては社内協議を繰り返している。

＜リネンサプライ＞ 事業規模は拡大してい

るものの、今後は競争激化による利益低下と

事業者の集約化が進むと思われる。

＜ソフトウェア開発＞ 大手メーカーから価

格引き下げ要求が来ているため、新たな取引

先を開拓している。ただし代金回収など懸念

材料があるため慎重な選択が必要だ。

＜廃棄物処理業＞ 建築系廃棄物は今後につ

ながる物件以外は価格競争をせず、価格維持

戦略を採っている。産業廃棄物は提案型営業

の効果が現れている。また震災の影響から脱

したのか、ホテルや大型商業施設からの廃棄

物排出量も増加傾向にある。

＜廃棄物処理業＞ 長引く景気低迷に加え、

営業区域の過疎化は進む一方である。売上増

加のためには営業区域を拡大せざるを得な

い。

＜飲食業＞ 震災による宴会の自粛や風評被

害などにより売上が大幅に落ち込んだ。ま

た、パート職員を多数抱えているため、短時

間労働者の社会保険加入義務化の動向を懸念

している。

＜建設コンサルタント＞ 震災をきっかけと

して、政策における防災関連分野の重要性が

見直されてきているようだ。得意分野の企画

を通じて、新たな顧客層への受注拡大を目指

す。

経営のポイント

― １４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年８月号
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― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年８月号

流動資産

流動負債

固定負債

純 資 産
固定資産

【決算書の役割】

会社の決算書には大きく分けて、以下の３つの役割があります。

１．税金計算のため

２．外部報告のため

３．内部管理のため

決算書上の「利益」と税金（法人税や法人住民税、事業税）を計算するための「利益」（所得）

とはイコールにならないことが多いのですが、決算書の利益が税金を計算するためのベースにな

りますので、決算書は税金計算のために必要となります。また、株主に対する報告のためにも決

算書は必要となりますし、金融機関から借り入れがあれば決算書の提出が求められるなど、外部

へ報告するためにも決算書は必要となります。さらには、会社の経営に係る意思決定にも決算書

は必要となりますので、当然、内部管理としての役割も重要です。

【貸借対照表】

そこでまずは決算書のひとつである、「貸借対照表」から見ていくことにしましょう。会社の

儲けを表す「損益計算書」を気にする経営者の方は多くいらっしゃいますが、貸借対照表を気に

する経営者の方はそれほど多くないようです。しかし、最も重要な決算書をひとつだけあげろと

言われれば、多くの専門家や金融機関の方は貸借対照表と答えるはずです。それぐらい重要な決

算書ですので、これを機会にぜひご自分の会社の貸借対照表をご覧になってみてください。

貸借対照表は「一定時点における会社の財政状態を表す」決算書といわれるものですが、要す

るに、決算日現在（３月決算であれば３月３１日現在）で会社が持っている資産や負債、株主から

払い込んでもらった資本金、これまで蓄積してきた利益の累計額などが表示されています。貸借

対照表の一般的な形は次のようになっています。

一般的には、この図のように、向かって左側に「資産」、右側に「負債」と「純資産」を表示

経営のアドバイス

決算書の活かし方
ふたば税理士法人 代表社員
公認会計士・税理士 西 俊輔
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経営のアドバイス

― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年８月号

流動資産
流動負債

固定資産
固定負債

純 資 産

流

動

資

産

現金預金

流動負債
売 掛 金

ま た は

棚卸資産 固定負債

そ の 他
純 資 産

固定資産

する様式が多いと思います。それぞれの項目の意味や解釈は見方によってさまざまなものがあり

ますが、この稿では、右側の負債と純資産を「資金をどこから調達してきたか」を表示する部

分、左側の資産を「調達してきた資金を何に使ったか」を表示する部分と考えることにしましょ

う。そのように考えると、負債に計上されている「買掛金」（未払いとなっている仕入代金）など

も、借入金と同様、仕入先からの資金調達と考えることができます。

【注意が必要な貸借対照表の形】

一般的な貸借対照表に対して、以下のような形になっている会社の貸借対照表には注意が必要

です。

右側の純資産と固定負債の合計を上回るほどの固定資産を持っている場合、設備投資の一部を

短期借入金で調達している可能性があり、資金繰り上は問題があります。在庫などと異なり、固

定資産は売却して利益をあげることを想定していない資産ですから、取得した固定資産が利益を

かせいでくれるのには通常、時間がかかります。にもかかわらず、こうした資産を取得するの

に、短期で返済しなければならない短期借入金などを使ってしまうと、お金が入ってくるよりも

返済のほうが早くなり、会社の資金繰りが苦しくなる可能性があります。業種によってはどうし

ても固定資産が多くなる会社はもちろんありますが、固定資産の金額は貸借対照表の右側の純資

産の範囲内、あるいは純資産と固定負債の合計額の範囲内に収まっているのが一般的には望まし

いと考えられます。また、次のような貸借対照表にも問題があります。
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流動資産
流動負債

固定資産

固定負債

（債務超過）

売り上げた代金が未回収となっている金額（これを「売掛金」と言います）や売れ残っている

商品（これを「棚卸資産」と言います）が多い場合は、会社の血液とも言えるお金が回っていな

い状態ですので、これもまた会社の資金繰りが苦しくなる可能性があります。売掛金のような未

収金が多く計上されている場合には回収が滞っている先がないかどうか検討する必要があります

し、そもそも、入金までの期間が通常よりも長い契約になっている先がないか検討する必要があ

るかもしれません。また、長期間売れ残っている商品があれば、場合によっては原価割れの価格

に値引きしてでも販売してしまうことを検討する必要があるかもしれません。今後も売れる可能

性のない商品を抱えていても、保管にお金がかかるばかりか、売れる可能性のある商品を置くス

ペースを無駄にしている可能性があるからです。なお、売掛金が多い場合には、特に金融機関な

どから、実際よりも利益を多く計上する「粉飾決算」を疑われる可能性がありますので、この点

でも要注意です。最後は次のような状態です。

負債の合計が資産を上回っており（これを「債務超過」と言います）、これを放置しておくと

会社の存続自体が危ぶまれる状態です。一般に、ある年度で見たばあいの「利益」と「お金」と

は一致しないことが多いため、決算書が赤字であっても、また債務超過であってもすぐに会社が

倒産したりはしませんが、債務超過の状態では金融機関などから融資を受けることが難しくなり

ますので、いずれ間違いなく会社の資金繰りは苦しくなります。

【貸借対照表の改善策】

それでは貸借対照表が上記のような状態にある場合、どのように改善していけばよいかを考え

てみましょう。まずは、固定資産が多額になっているケースです。

１．固定資産が多額になっているケース

さきほども述べたとおり、業種にもよるので一概には言えませんが、一般には固定資産を少な

くするほど財務内容は健全化し、資金繰りも良くなります。したがって、その観点から見た改善

のポイントは次のようになります。
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①不要なものは売却する（余分な資産をもたない）。

②リースやレンタルなど、購入ではなく賃借を利用する（買うのではなく借りる）。

③新品ではなく中古を買う（安く買う）。

すでに述べたように、固定資産は利益やお金をかせぐのに時間がかかる資産ですが、あくまで

投資した金額を回収できるだけの利益をかせいでくれることがその固定資産を持ち続ける前提と

なります。したがって、遊休状態になって利益をかせいでくれないものや、会社の資金繰りから

見て投資の回収に時間がかかりすぎるものなどは売却を検討する必要があるかもしれません。

また②の賃借の検討ですが、支払う総額で見たときに結果的には分割で購入する場合とそれほ

ど差がなかったり、場合によっては購入するよりも支払う総額が多くかかるケースもあるため、

最終的に「自分のものになる」購入を選択するケースも多いと思います。しかし、ビジネスでは

３年先、５年先を見通すのが大変困難であるにもかかわらず、いったん購入を決めたものは、そ

の後、ビジネス環境がどのように変化したとしても当初の契約どおりに支払わなければなりませ

ん。一方、リース（解約不能なものは除く）やレンタルであれば、ビジネス環境の変化に合わせ

て途中解約することも可能ですので、そうしたリスクを負う必要がありません。購入すれば最終

的には自分のものになる、とは言っても、それを処分するために費用がかかるようなケースで

は、むしろ、自分のものでない方が有利な場合もありますので、そうした点の検討も必要となり

ます。特に、本社社屋を建設するか賃借するかといった選択をするような場合には、その後の会

社の成長（あるいは衰退）が当初予想したとおりにいかなかった場合のリスクまで考えて慎重に

検討すべきです。

③の中古資産の購入の検討は取得価額を安くおさえるという観点ですので、たとえ新品を購入

する場合であっても同様の注意が必要です。これは会社に限らず、個人の生活においても言える

ことですが、特に大きな買い物をする場合にはつい、「せっかく買うのだから」とさまざまなオ

プションをつけたり、グレードを上げたりということを考えがちですが、個人の生活ならともか

く（個人の場合には、優先度の高い「満足度」や「幸福度」という要素もあるため）、そのオプ

ションやグレードが本当に必要なものかどうかを慎重に検討する必要があります。

２．売掛金や棚卸資産が多額になっているケース

次に売上代金の未収分（売掛金）や売れ残っている在庫（棚卸資産）が多額になっているケー

スの改善策です。

売掛金についてのポイントは、すでに述べたように、相手先別に発生と回収の状況をチェック

するという点です。長期にわたって回収されていない相手先がないかどうか、もともとの契約に

おいて回収期間が長すぎる相手先がないかどうかをチェックしてみてください。企業活動におい

ては売り上げただけではまだ取引が終わっていません。その代金を現金（預金）で回収して初め

て終了ですので、本来、売掛金や未収金の回収には売上を増やすのと同様の努力が必要となりま

す。
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また棚卸資産についてのポイントは、できるだけ在庫を持たないということにつきます。以

前、自動車メーカー各社が在庫調整という在庫減らしをしているというニュースをご覧になった

方も多いと思いますが、在庫は売れて初めてそこに投資した金額を回収できますので、売れない

在庫を多くしかも長期間抱えるということは、それだけ会社の資金を「寝かせる」ことになっ

て、会社の資金繰りを悪化させてしまいます。もちろん品切れを起こしてはまずいので、どの程

度の在庫を抱えておけばいいのか、また、どの在庫を持っていればいいのかというのはそれぞれ

の会社の腕の見せ所ですが、売れ筋の在庫のみを重点的に仕入れるというコンビニエンスストア

各社がやっている単品管理などは、会社によっては参考になるかもしれません。さきほども述べ

たとおり、長期間売れ残っている在庫で今後も売れる可能性の低いものは大幅な値引きをしてで

も売ってしまうことを検討する必要があるでしょう。たとえ原価割れになっても、いくらかでも

お金を回収できますし、それによって在庫の保管にかかっていた保管料が不要になる点や、売れ

筋商品を置くスペースを作ることのメリットの方が大きい可能性があるからです。

３．債務超過のケース

最後は負債の合計が資産の合計を上回っている債務超過のケースです。

債務超過はその名のとおり、一般的には負債が過大になっているために発生するケースです

が、このケースは複合的な原因によってこういう形になっていることが多く、特効薬のような改

善策はなかなかありません。負債が過大になっていますから借入金などの返済をすすめて負債を

圧縮するのがこれを解消する方法であることに間違いありませんが、そもそも余分な借入をせ

ず、既存の借入金などの返済が順調にすすんでいればこうした状態にもならないため、債務超過

の会社における最大の問題は、負債を返済する資金がないということです。

そうした状態でひとつだけ根本的な改善策をあげるとすれば、それは利益を出すこと、すなわ

ち儲けるということにつきます。利益を出し続ければ消えてしまった「純資産」が増えてきて、

相対的に負債を減らしていきます。ただ、債務超過を解消するまで利益を計上しつづける時間的

な余裕がない状態の会社が多いことも事実で、そうした場合には金融機関に返済条件の緩和を求

めたり、民事再生などの法的な措置を検討する必要があるかもしれません。

また利益が出るとそこには税金がかかります。ここで多くの経営者の方がやってしまう間違い

が、過度な節税、すなわち節税のやりすぎです。余分な税金を支払う必要はありませんが、節税

に目をうばわれて利益を出すことがおろそかになると、会社の成長はありません。過去、大きく

成長した会社はかならず利益を計上して税金を支払ってきているはずですので、この点は債務超

過の会社に限らず、すべての経営者の方に意識してほしいところです。
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【西 俊輔】

１９６７年北海道生まれ。公認会計士・税理士。監査法人勤務を経て２０００年に独立。経済産業省中小

企業庁主催による「地域力連携拠点事業」のコーディネーターとして多くの事業承継案件に携わ

り、地方自治体の外部監査人なども務める。税理士として多くの中小企業の支援をするかたわ

ら、セミナー講師などの実績も多数。現在、ふたば税理士法人の代表社員。

【ふたば税理士法人】

２００８年に旭川の西公認会計士・税理士事務所と札幌の大浦公認会計士事務所の税務部門が共同で

設立。お客様の繁栄と従業員の幸福を経営理念として、現在、札幌、旭川、東京の３拠点で活動

中。

札幌事務所 〒０６０‐０００２ 札幌市中央区北２条西２丁目１‐５リージェントビル６F

電話 ０１１‐２２２‐２８３３

旭川事務所 〒０７０‐８００２ 旭川市神楽２条７丁目４‐１８

電話 ０１６６‐６９‐２８８８

東京事務所 〒１０８‐６０２８ 東京都港区港南２丁目１５‐１品川インターシティA棟２８F

電話 ０３‐５７６９‐２１３０
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１７年＝１００前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）

２０年度 ９６．１ △７．８ ９４．４ △１２．７ ９８．２ △５．８ ９５．０ △１２．６ １０２．５ △２．４ ９５．３ △５．２
２１年度 ９０．１ △６．２ ８６．１ △８．８ ９２．７ △５．６ ８７．１ △８．３ ９０．８ △１１．４ ８９．５ △６．１
２２年度 ９３．５ ３．８ ９４．１ ９．３ ９６．５ ４．１ ９５．３ ９．４ ９２．０ １．３ ９３．０ ３．９
２３年度 ９４．４ １．０ ９３．２ △１．０ ９９．５ ３．１ ９３．４ △２．０ ９３．１ １．２ １０１．９ ９．６

２３年１～３月 ９４．８ ０．５ ９２．８ △１．３ ９７．０ △１．１ ９３．２ △２．１ ８９．３ １．３ ９８．１ ３．９
４～６月 ９２．１ △１．５ ８８．９ △５．８ ９７．１ △０．４ ８８．１ △８．３ ８５．０ △４．１ １０１．１ ４．６
７～９月 ９４．９ １．２ ９３．７ △０．９ １００．６ ４．７ ９４．３ △１．６ ８７．３ △３．０ １０２．９ ６．０
１０～１２月 ９３．６ １．２ ９４．１ △１．６ ９９．１ ３．５ ９４．６ △２．２ ８６．３ △３．１ １０１．５ ３．８

２４年１～３月 ９６．６ ３．２ ９５．３ ４．８ １００．５ ５．０ ９５．４ ４．１ ９０．４ １．２ １０７．５ ９．６
２３年 ５月 ８７．９ △５．０ ８９．４ △４．６ ９２．９ △４．１ ８７．５ △８．０ ８８．４ △０．３ １０４．０ ８．０

６月 ９３．９ △０．１ ９２．８ △０．６ ９９．６ ０．９ ９３．８ △１．７ ８５．０ △４．１ １０１．１ ４．６
７月 ９５．８ ２．０ ９３．８ △１．７ １０３．０ ６．９ ９４．４ △２．６ ８５．５ △４．８ １０１．１ ４．４
８月 ９５．２ ３．２ ９４．６ １．６ １００．４ ５．４ ９４．７ ０．６ ８７．４ △２．４ １０２．８ ６．３
９月 ９３．６ △１．２ ９２．８ △２．４ ９８．３ １．７ ９３．９ △２．６ ８７．３ △３．０ １０２．９ ６．０
１０月 ９４．５ ４．８ ９４．５ ０．９ １００．０ ６．３ ９４．８ ０．０ ８５．８ △４．５ １０３．８ ７．５
１１月 ９２．０ △１．８ ９２．９ △２．９ ９８．０ １．３ ９３．０ △４．１ ８６．０ △３．３ １０３．３ ８．６
１２月 ９４．３ ０．７ ９５．０ △３．０ ９９．４ ２．７ ９６．１ △２．４ ８６．３ △３．１ １０１．５ ３．８

２４年 １月 ９６．８ ３．２ ９５．９ △１．６ １０１．１ ６．３ ９５．０ △１．５ ９０．３ ３．０ １０３．６ ２．５
２月 ９６．３ ３．６ ９４．４ １．５ ９９．７ ５．８ ９５．３ １．５ ８９．１ １．１ １０３．１ １．０
３月 ９６．６ ２．７ ９５．６ １４．２ １００．８ ３．０ ９５．８ １１．９ ９０．４ １．２ １０７．５ ９．６
４月 r ９５．８ １．４ r ９５．４ １２．９ r ９９．７ ０．９ r ９６．４ １６．０ r ９１．５ １．３ １０９．６ １０．８
５月 p９３．４ ７．５ p９２．４ ６．２ p９５．７ ４．２ p９５．０ １１．６ p９２．７ ４．９ p１０８．９ ４．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０年度 ９３３，７２０△５．６ ２０６，５８９△４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，４０４ △５．２ １２８，１４７ △２．５
２１年度 ９２０，８５５△３．６ １９５，６７５△６．４ ２４６，０８６ △４．６ ７０，５４４ △８．６ ６７４，７６９ △３．３ １２５，１３１ △５．１
２２年度 ９３５，２９９△１．２ １９５，７８５△２．０ ２２０，２３３ △３．０ ６７，２６７ △３．１ ７１５，０６７ △０．６ １２８，５１８ △１．４
２３年度 ９４８，５４４△１．０ １９７，００８△０．９ ２１４，０７１ △２．５ ６７，２３１ ０．０ ７３４，４７３ △０．６ １２９，７７７ △１．３

２３年１～３月 ２２８，８５７△１．４ ４６，９９９ △２．６ ５２，８２３ △５．８ １５，７３６ △５．５ １７６，０３５ ０．１ ３１，２６３ △１．０
４～６月 ２３０，６５６△２．２ ４７，４５２△１．６ ４９，７８０ △３．６ １５，７２５ △１．５ １８０，８７６ △１．７ ３１，７２７ △１．７
７～９月 ２３０，６２２△１．６ ４８，１４５△１．７ ５１，１２３ △４．２ １５，８５８ △１．６ １７９，４９９ △０．８ ３２，２８７ △１．７
１０～１２月 ２５７，８５９△０．３ ５３，３３７ △１．３ ６０，６３２ △１．８ １９，２８７ △０．６ １９７，２２８ ０．２ ３４，０４９ △１．７

２４年１～３月 ２２９，４０６△０．３ ４８，０７４ １．３ ５２，５３６ △０．５ １６，３６１ ３．９ １７６，８７０ △０．２ ３１，７１４ △０．１
２３年 ５月 ７６，８８１△２．５ １５，７７４△２．５ １６，４８８ △３．９ ５，２３１ △２．６ ６０，３９３ △２．０ １０，５４３ △２．４

６月 ７６，１３０△２．７ １６，０３３ △０．５ １６，４２２ △４．６ ５，３４７ ０．１ ５９，７０８ △２．２ １０，６８６ △０．８
７月 ８２，３４６ ０．９ １７，８４３ ０．８ １９，４７１ △３．８ ６，４９７ △０．４ ６２，８７６ ２．４ １１，３４５ １．５
８月 ７７，１８５△１．９ １５，５７４ △２．６ １５，５８１ △４．３ ４，６２９ △２．１ ６１，６０５ △１．３ １０，９４５ △２．９
９月 ７１，０９１△３．９ １４，７２８ △３．６ １６，０７２ △４．７ ４，７３２ △２．８ ５５，０１９ △３．７ ９，９９６ △４．０
１０月 ７７，４０７△０．８ １６，０５７△１．４ １７，６７０ △２．８ ５，５１２ △０．８ ５９，７３７ △０．２ １０，５４５ △１．７
１１月 ７７，５１７ ０．８ １６，３７０ △２．５ １７，９４９ △０．５ ５，８９１ △２．２ ５９，５６８ １．２ １０，４７９ △２．７
１２月 １０２，９３６△０．７ ２０，９１０ △０．３ ２５，０１２ △２．０ ７，８８４ ０．７ ７７，９２３ △０．３ １３，０２６ △０．９

２４年 １月 ７８，９２７△０．４ １７，３８３△１．２ １８，８３０ △１．２ ５，９７４ △１．２ ６０，０９７ △０．２ １１，４０８ △１．２
２月 ７０，６２５△０．１ １４，６５９ ０．２ １５，１６９ △４．８ ４，６９１ △０．５ ５５，４５６ １．３ ９，９６９ ０．６
３月 ７９，８５４△０．２ １６，０３２ ５．１ １８，５３７ ４．０ ５，６９６ １４．２ ６１，３１７ △１．４ １０，３３７ ０．５
４月 r ７７，６６１△０．４ r １５，６６４ △０．６ １６，５０９ △２．１ r ５，１８４ １．５ r ６１，１５１ ０．１ r １０，４８０ △１．６
５月 p ７７，０８０△０．１ p １５，７４６△０．９ p １６，２１８ △１．６ p ５，１２６ △０．９ p ６０，８６２ ０．３ p １０，６２０ △０．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年８月号
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年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０３．１ １．４ １０２．１ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ △１．４ ７９，３８３ △４．２ １００．１ △２．９ １００．４ △１．７ ９２．８０ １１，０９０
２２年度 ４４７，９５１ １．６ ８２，６５７ １．５ ９９．９ ０．１ ９９．９ △０．４ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ３．４ ８９，７５８ ４．６ １００．３ ０．４ ９９．８ △０．１ ７９．０５ １０，０８４

２３年１～３月 １０６，５１４ ４．７ ２０，０２２ ５．９ １００．１ △０．２ ９９．６ △０．５ ８２．３２ ９，７５５
４～６月 １１４，０８１ ３．６ ２１，２４２ ４．９ １００．６ ０．４ ９９．８ △０．４ ８１．７０ ９，８１６
７～９月 １２８，７８０ ２．１ ２３，７７６ ３．７ １００．２ ０．７ ９９．８ ０．１ ７７．８４ ８，７００
１０～１２月 １２１，３９１ ６．２ ２２，７０８ ８．１ ９９．９ ０．０ ９９．６ △０．３ ７７．３９ ８，４５５

２４年１～３月 １１３，１７４ １．９ ２２，０３３ ２．０ １００．６ ０．５ ９９．９ ０．３ ７９．２８ １０，０８４
２３年 ５月 ３８，６３５ ４．５ ７，１９２ ５．１ １００．７ ０．３ ９９．９ △０．４ ８１．２３ ９，６９４

６月 ４０，０６４ ４．８ ７，４１９ ８．３ １００．５ ０．５ ９９．７ △０．４ ８０．５１ ９，８１６
７月 ４４，１３６ ８．０ ８，２０４ ８．９ １００．３ １．０ ９９．７ ０．２ ７９．４７ ９，８３３
８月 ４４，５９２ ５．４ ８，０９９ ６．６ １００．２ ０．８ ９９．９ ０．２ ７７．２２ ８，９５６
９月 ４０，０５２ △６．８ ７，４７２ △４．１ １００．０ ０．２ ９９．９ ０．０ ７６．８４ ８，７００
１０月 ４０，４０４ ９．２ ７，５８７ １３．５ １００．０ ０．０ １００．０ △０．２ ７６．７７ ８，９８８
１１月 ３８，７５５ ６．０ ７，３１４ ７．３ ９９．７ △０．２ ９９．４ △０．５ ７７．５４ ８，４３５
１２月 ４２，２３２ ３．７ ７，８０６ ４．０ １００．１ ０．１ ９９．４ △０．２ ７７．８５ ８，４５５

２４年 １月 ３７，７３２ １．０ ７，２３５ １．６ １００．２ ０．３ ９９．６ ０．１ ７６．９７ ８，８０３
２月 ３６，５３２ ５．２ ７，０８２ ４．４ １００．４ ０．４ ９９．８ ０．３ ７８．４５ ９，７２３
３月 ３８，９１０ △０．１ ７，７１５ ０．３ １０１．３ ０．９ １００．３ ０．５ ８２．４３ １０，０８４
４月 ３８，５５２ ４．６ ７，５９８ ６．２ １０１．１ ０．６ １００．４ ０．４ ８１．４９ ９，５２１
５月 ４０，８９９ １．４ ７，９２０ １．７ １００．６ △０．１ １００．１ ０．２ ７９．７０ ８，５４３

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９

２３年１～３月 ３６，０４０ △２３．６ １０，３２８ △３３．９ １４，５９１ △２０．３ １１，１２１ △１６．３ ９６３，６８６ △２５．６
４～６月 ３０，０７６ △３１．２ ８，１９９ △３８．７ １２，９６１ △２９．１ ８，９１６ △２６．３ ６４８，６８２ △３３．６
７～９月 ４０，９０４ △１１．８ １２，４８５ △１５．０ １７，２８８ △１０．５ １１，１３１ △９．８ ９７８，１６１ △１１．０
１０～１２月 ３３，２４１ ２５．０ １０，６０７ ２９．４ １２，２７２ １９．４ １０，３６２ ２７．５ ９３４，２５９ ２４．６

２４年１～３月 ５３，６３７ ４８．８ １６，５１５ ５９．９ ２１，１９４ ４５．３ １５，９２８ ４３．２ １，４４８，８８６ ５０．３
２３年 ５月 ８，０９７ △３７．７ ２，２７１ △４３．９ ３，０６３ △４０．３ ２，７６３ △２７．８ ２００，４６０ △３３．３

６月 １４，３９６ △９．７ ３，９２２ △２２．４ ６，６１５ △０．６ ３，８５９ △８．９ ２９４，６９３ △２１．９
７月 １４，３７７ △１９．１ ４，０７１ △２４．５ ６，５７９ △１９．４ ３，７２７ △１１．５ ３１２，８３５ △２５．６
８月 １１，４２１ △１６．５ ３，４４６ △１７．４ ４，８１６ △１８．０ ３，１５９ △１３．０ ２７３，２７７ △２６．０
９月 １５，１０６ １．３ ４，９６８ △３．２ ５，８９３ １１．６ ４，２４５ △５．７ ３９２，０４９ △２．１
１０月 １２，２２２ ２８．８ ３，７５７ ３５．６ ４，７４３ ３２．１ ３，７２２ １８．９ ３２０，７７８ ２７．５
１１月 １１，８１７ ２３．９ ３，７０４ ２１．４ ４，３５３ １３．３ ３，７６０ ４２．２ ３２３，６５９ ２５．１
１２月 ９，２０２ ２１．５ ３，１４６ ３２．３ ３，１７６ １１．７ ２，８８０ ２２．６ ２８９，８２２ ２０．９

２４年 １月 １１，９６１ ３９．５ ３，４９６ ４９．８ ４，６２９ ３２．７ ３，８３６ ３９．３ ３５８，６８５ ３８．４
２月 １４，６１１ ３０．６ ４，３８７ ３８．２ ５，６４６ ３０．８ ４，５７８ ２３．８ ４４９，２８５ ３１．７
３月 ２７，０６５ ６６．３ ８，６３２ ７９．１ １０，９１９ ６０．９ ７，５１４ ６０．９ ６４０，９１６ ７６．３
４月 １４，４６１ ９０．７ ３，６７５ ８３．２ ５，９８７ ８２．４ ４，７９９ １０９．２ ３０６，２６１ ９９．７
５月 １３，９９１ ７２．８ ３，７３１ ６４．３ ５，０８２ ６５．９ ５，１７８ ８７．４ ３３７，９７６ ６８．６

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年８月号
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ ９７，２２１ △１３．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ７７，４０５ △２０．４
２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２

２３年１～３月 ５，９０７ １８．９ １，９２４ ３．２ １６３，０８０ ２４．５ ２４，１９４ △３．２ ２３，５３０ ８．９
４～６月 ８，７３３ １０．０ ２，０３２ ４．１ ２６６，５０６ △３．７ ２８，１３６ △９．３ ２１，８５２ ９．８
７～９月 ８，７３４ ５．６ ２，２９６ ７．９ ２３７，０９８ △５．０ ３１，１４２ △３．４ ２３，１２２ ５．８
１０～１２月 ８，９５３ １４．８ ２，０９０ △４．５ １１７，６３２ △９．４ ２６，２８３ ３．６ ２０，４５８ ６．７

２４年１～３月 ５，１５３ △１２．８ １，９９５ ３．７ １２８，３４７ △２１．３ ２６，６８８ １０．３ ２４，３１０ ３．３
２３年 ５月 ２，７４８ １３．８ ６３７ ６．４ ７３，３１３ ２１．９ ６，３５５ △１４．１ ６，３５６ １０．５

６月 ３，３０９ １１．０ ７２７ ５．８ ７５，０３２ △４．６ ９，９８４ △３．４ ８，９０５ １７．９
７月 ３，２５３ １５．２ ８３４ ２１．２ ８８，４６３ △１６．７ ９，５９７ △１５．９ ６，５８９ ４．０
８月 ３，０９２ ５．１ ８２０ １４．０ ７４，６１６ １．１ ９，５３６ ３．５ ６，８１５ ２．１
９月 ２，３８９ △４．７ ６４２ △１０．８ ７４，０１９ ６．４ １２，００９ ３．３ ９，７１８ ９．８
１０月 ３，２７９ １７．７ ６７３ △５．８ ５５，２８７ △０．４ １０，７０２ ３．２ ６，１５８ １．５
１１月 ３，４６５ ３２．６ ７２６ △０．３ ４１，２４７ ４．７ ８，４４７ ６．８ ６，６０７ １２．５
１２月 ２，２０９ △８．０ ６９１ △７．３ ２１，０９８ △３９．７ ７，１３４ ０．６ ７，６９３ ６．３

２４年 １月 １，３３０ △３１．８ ６６０ △１．１ １０，６９４ △４０．４ ５，６６１ ８．５ ５，９１５ ５．７
２月 ２，０８４ １６．０ ６６９ ７．５ １３，４３１ △２０．６ ７，０４９ １６．８ ７，１２７ ８．９
３月 １，７３９ △１９．５ ６６６ ５．０ １０４，２２２ △１８．７ １３，９７８ ８．０ １１，２６９ △１．１
４月 ３，３００ ２３．３ ７３６ １０．３ １１９，０９７ ０．８ １２，４３１ ５．４ ７，０２８ ６．６
５月 ２，７２０ △１．０ ６９６ ９．３ ８２，３８０ １２．４ ８，６８６ ３６．７ ６，４２０ １．０

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７３ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８
２２年度 １１，１７１ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７２２ △４．０ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７

２３年１～３月 ２，２５２ △１０．８ ０．４３ ０．６０ ５．３ ４．８ １２５ １４．７ ３，２１１ △７．４
４～６月 ２，１５３ △１９．９ ０．３９ ０．５１ ５．９ r ４．８ １２３ ８．８ ３，３１２ △０．３
７～９月 ３，４８６ △３．３ ０．４５ ０．５９ ５．１ r ４．５ １０４ △６．３ ３，１０８ △３．８
１０～１２月 ２，６４３ ０．７ ０．４９ ０．６７ ４．４ ４．３ １０２ △４．７ ３，１０３ △５．９

２４年１～３月 ２，４４１ ８．４ ０．５３ ０．７３ ５．５ ４．５ １３５ ８．０ ３，１８４ △０．８
２３年 ５月 ７４５ △１９．５ ０．３８ ０．５０ ５．９ r ４．７ ３７ ５．７ １，０７１ ４．８

６月 ８４７ △１６．２ ０．４０ ０．５１ ↓ ４．７ ３４ ３．０ １，１６５ １．４
７月 １，０６６ △６．３ ０．４２ ０．５４ ↑ ４．７ ３４ △１２．８ １，０８１ １．４
８月 １，２９０ △２．０ ０．４５ ０．５９ ５．１ r ４．５ ４２ ２３．５ １，０２６ △３．５
９月 １，１３０ △１．９ ０．４９ ０．６３ ↓ ４．２ ２８ △２６．３ １，００１ △９．１
１０月 １，０１０ ０．５ ０．４９ ０．６５ ↑ ４．４ ３１ ３．３ ９７６ △１４．０
１１月 ７９２ △２．０ ０．５０ ０．６７ ４．４ ４．３ ３８ ２．７ １，０９５ ３．２
１２月 ８４０ ３．５ ０．４９ ０．６９ ↓ ４．２ ３３ △１７．５ １，０３２ △６．３

２４年 １月 ７６２ △２．４ ０．５１ ０．７２ ↑ ４．５ ３３ △１５．４ ９８５ △５．３
２月 ７８７ △２．９ ０．５４ ０．７４ ５．５ ４．４ ５０ ２２．０ １，０３８ ５．１
３月 ８９２ ３５．１ ０．５４ ０．７３ ↓ ４．７ ５２ １５．５ １，１６１ △１．８
４月 ７４９ ３３．４ ０．４９ ０．６６ － ４．８ ４１ △２１．２ １，００４ △６．６
５月 ９１４ ２２．８ ０．５０ ０．６５ － ４．５ ４１ １０．８ １，１４８ ７．１

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。「r」は修正値。

主要経済指標（３）

― ２３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年８月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９３／本文　※柱に注意！／０２１～０２４　主要経済指標  2012.07.19 18.05.11  Page 23 



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０年度 ３７７，１５４ △１．１ ７１１，４５６ △１６．４ １，５５２，４４９ １１．９ ７１９，１０４ △４．１
２１年度 ３２２，６４２ △１４．５ ５９０，０７９ △１７．１ ９７７，６６３ △３７．０ ５３８，２０９ △２５．２
２２年度 ３４２，５２７ ６．２ ６７７，８８８ １４．９ １，２２８，５４０ ２５．７ ６２４，５６７ １６．０
２３年度 ３７４，３１３ ９．３ ６５２，８１４ △３．７ r１，６３６，５９７ ３３．２ ６９７，０００ １１．６

２３年１～３月 ８６，５２５ ２．０ １６４，１７７ ２．４ ３６１，２７８ ２７．２ １６１，０６９ １１．７
４～６月 ９２，４９１ １２．６ １５６，９０６ △８．１ ３７３，１１０ ２６．１ １６９，６４５ １０．５
７～９月 ９７，２４２ １６．１ １７１，１１３ ０．５ ３７３，４０６ ３４．９ １７５，３０２ １３．８
１０～１２月 ９１，３４１ １．４ １６３，２７０ △５．５ ４２３，３５０ ４３．８ １７５，０９５ １２．４

２４年１～３月 ９３，２３９ ７．８ １６１，５２６ △１．６ r ４６６，７３１ ２９．２ １７６，９５８ ９．９
２３年 ５月 ３６，３０２ ５２．０ ４７，５９３ △１０．３ １３９，０４８ ５９．５ ５６，２００ １２．４

６月 ２３，６８１ △１８．４ ５７，７４６ △１．６ １００，２９９ ３．３ ５７，１０２ ９．９
７月 ３０，４２１ △７．６ ５７，８１８ △３．３ １２０，３１０ ２２．３ ５７，１２０ ９．９
８月 ３１，６７０ ４２．９ ５３，５５７ ２．８ １３３，０４６ ７１．３ ６１，３３１ １９．２
９月 ３５，１５１ ２２．６ ５９，７３８ ２．３ １２０，０５０ １９．１ ５６，８５０ １２．２
１０月 ３０，３４９ △１．０ ５５，０６９ △３．８ １３２，４０７ ４６．１ ５７，８９９ １７．９
１１月 ３２，２１４ ３２．７ ５１，９６２ △４．５ １４６，３８２ ６２．０ ５８，８７４ １１．５
１２月 ２８，７７８ △１８．２ ５６，２３９ △８．０ １４４，５６１ ２７．４ ５８，３２２ ８．２

２４年 １月 ２８，２８９ ３．９ ４５，１０５ △９．２ １５４，６１１ ３３．８ ５９，９１９ ９．６
２月 ２８，６８３ １０．６ ５４，３８４ △２．７ １５５，４４７ ２７．０ ５４，１３０ ９．３
３月 ３６，２６７ ８．７ ６２，０３７ ５．９ r １５６，６７３ ２７．１ ６２，９０８ １０．６
４月 ３８，８３６ １９．５ ５５，６６０ ７．９ r １４９，０８６ １１．５ r ６０，８９９ ８．１
５月 p ２７，６９２ △２３．７ ５２，３３２ １０．０ p１１９，１０５ △１４．３ p ６１，４３５ ９．３

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９

２３年１～３月 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
４～６月 １３７，４６６ １．９ ５，９４９，８２８ ２．６ ９０，５７３ ０．４ ４，０８２，２２３ △０．３
７～９月 １３７，４０２ ２．４ ５，９３３，９１０ ２．７ ９２，３４２ ０．８ ４，１２２，２５７ ０．４
１０～１２月 １３８，２２１ １．６ ５，９６９，４３０ ３．５ ９２，２５２ ０．１ ４，１３４，９６６ １．０

２４年１～３月 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
２３年 ５月 １３６，６７７ １．６ ５，９５８，００８ ２．８ ９１，３０９ ０．０ ４，０７２，７４８ △０．４

６月 １３７，４６６ １．９ ５，９４９，８２８ ２．６ ９０，５７３ ０．４ ４，０８２，２２３ △０．３
７月 １３６，５７９ １．９ ５，８８９，９６８ ２．７ ９０，８３４ ０．４ ４，０８１，４３８ △０．１
８月 １３６，３６２ １．８ ５，８９７，３９４ ２．７ ９０，８３２ ０．５ ４，０６６，０１５ ０．０
９月 １３７，４０２ ２．４ ５，９３３，９１０ ２．７ ９２，３４２ ０．８ ４，１２２，２５７ ０．４
１０月 １３６，２１２ １．８ ５，８９９，８７０ ３．０ ９１，５３１ ０．１ ４，０８９，１０１ ０．５
１１月 １３６，８８６ １．７ ５，９５２，９７９ ３．４ ９１，２６５ ０．２ ４，０９２，１９７ ０．８
１２月 １３８，２２１ １．６ ５，９６９，４３０ ３．５ ９２，２５２ ０．１ ４，１３４，９６６ １．０

２４年 １月 １３６，４９７ １．９ ５，９５１，５４４ ３．３ ９１，７４１ ０．２ ４，１０３，３８３ ０．９
２月 １３６，５３７ １．６ ５，９５５，９８３ ２．６ ９２，０２７ ０．４ ４，１０９，７７０ １．１
３月 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
４月 １４０，２５５ １．８ ６，０６３，７０５ １．９ ９３，１８５ ０．３ ４，１２６，１９６ ０．７
５月 １３９，２２８ １．９ ６，０６８，０４５ １．８ ９１，９５１ ０．７ ４，１１１，１９０ ０．９

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年８月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９３／本文　※柱に注意！／０２１～０２４　主要経済指標  2012.07.18 17.24.55  Page 24 
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●道内経済の動き 

●道内企業の経営動向 （平成24年4～6月期実績、平成24年7～9月期見通し） 

●決算書の活かし方 

調査レポート 2012.8月号（No.193） 
平成24年 （2012年） 7月発行 
発　　　行　　株式会社　北洋銀行 
企画・制作　　株式会社　北海道二十一世紀総合研究所　調査部 
　　　　　　　電話 （011）231- 8681

この印刷物は環境にやさしい「大豆インキ」 
古紙配合率100％紙を使用しています。 

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９３／表紙／北洋銀行　ＤＩＣ２２１  2012.07.18 15.06.31  Page 1 
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